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1 総 則 

    １．１ 目  的 

この指針は、水道法及び名取市水道給水条例等に基づき、給水装置工事の設計・

施工等の技術上の基準及び事務手続き等について必要な事項を定め、給水装置工

事の適正な施工及び円滑化を図ることを目的とする。 

 

１．２ 用語の定義 

法        水道法（昭和 32年法律第 177号）をいう。 

    施行令      水道法施行令（昭和 32年政令第 336号）をいう。 

    施行規則     水道法施行規則（昭和 32年厚生省令第 45号）をいう。 

    条例       名取市水道給水条例（平成 10年名取市条例第 3号）をい

う。 

    施行規程     名取市水道給水条例施行規程（平成 10年名取市水道事業

管理規程第 1号）をいう。 

    指針       給水装置工事設計施行指針をいう（本指針をいう。） 

水道事業所     名取市水道事業所をいう。 

指定工事事業者   法第 16 条の 2 第 1 項の規定により名取市長が指定した

名取市指定給水装置工事事業者をいう。 

    主任技術者        法第 25条の 4第 1項により指定工事事業者が工事毎に選

任した給水装置工事主任技術者をいう。 

    給水装置     法第 3 条第 9 項の規定のとおり、需要者に水を供給する

ために水道事業者の施設した配水管から分岐して設けら

れた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

     給水装置工事   法第 3条第 11項の規定のとおり、給水装置の設置又は変

更の工事をいう。 

    水道事業者    水道水を供給して水道事業を営む者をいい、本指針におい

ては名取市長をいう。 
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    需要者      給水装置を設置して水道水の供給を受ける者をいう。工事

の申込人であり、設置した給水装置の所有者となる。 

    使用者      給水装置を使用して水道水を使用する者をいう。 

    専用給水装置   １世帯又は１箇所で専用する給水装置をいう。 

    共用給水装置   ２世帯以上若しくは２箇所以上で共用する給水装置をい

う。広義の共用管。 

    共有給水装置   複数の所有者が共同所有する給水装置をいう。狭義の共用

管。 

    私設消火栓    消防用に使用する私設の消火栓。 

 

１．３ 基本事項 

給水装置は、配水管に直接又は共用管を介して間接的に接続されるものであり、

需要者、指定工事事業者、水道事業者がそれぞれの責務を果たすことにより良好

な水量、水質、水圧による供給が維持されるものである。 

需要者が給水装置工事を行うときは、条例第 5条の規定によりあらかじめ水道

事業所に申し込みを行わなければならない。また、条例第 8条の定めにより、給

水装置工事は指定工事事業者の施行によらなければならない。 

給水装置は需要者の所有物であり、需要者及び使用者は、善良な管理者の注意

のもと、水が汚染したり漏水したりしないよう管理する義務を負う。 

指定工事事業者は需要者の発注により、当該給水装置に係る調査、設計、施工

に関し責任をもって実施する義務を負う。業務に当っては、水道法、建設業法、

労働安全衛生規則等の諸法令や名取市水道給水条例及び同施行規程、本指針に従

い実施しなければならない。また、需要者からの委任を受け、水道事業者に対す

る必要な諸手続きを行うとともに、水道事業所からの指示や留意事項、需要者及

び使用者の責務、給水用具の使用方法や維持管理の方法等について需要者に説明

し、理解を得るよう努めなければならない。 

水道事業者は、すべての使用者に良好な水量、水質、水圧で水を供給する責務

を負っており、需要者が委任した指定工事事業者の申請及び届出に基づき、その
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設計及び施工内容の審査並びに検査を行う。当該給水装置の構造及び材質が、施

行令第 5条に定める給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、条

例の定めるところによりその給水申込みを拒み、又は給水を停止することができ

る。 

 

１．４ 給水装置の構造及び材質 

給水装置の構造及び材質に関しては、施行令第 5条の規定によるほか、給水装

置の構造及び材質の基準に関する省令（平成 9年厚生省令第 14号）に定める基

準を満たさなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの法令による規定のほか、次の事項を遵守すること。 

（１）給水管は、当該給水管以外の配管と接続（いわゆるクロスコネクション）

してはならない。他の配管と接続し、開閉弁等により遮断する行為も行っ

てはならない。 

（２）別個のメーターで計量されている給水装置は、相互接続してはならない。 

施行令第 5条 

法第 16条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

一 配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30 センチメ

ートル以上離れていること。 

二 配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の

使用量に比し、著しく過大でないこと。 

三 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されて

いないこと。 

四 水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染

され、又は漏れるおそれがないものであること。 

五 凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられているこ

と。 

六 当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

七 水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水

する給水装置にあっては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜ

られていること。 
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（３）給水装置には、未認証器具を接続してはならない。 

（４）給水装置には、水衝撃を発生するおそれのある器具等を直結してはなら

ない。 

（５）給水装置には、配水管の水圧低下又は断水等によって生じた負圧による

汚水等の逆流を防ぐため、逆止弁を設けること。 

（６）停滞水が発生するおそれのあるところには、排水装置を設けること。 

（７）鳥居配管など、空気が停滞するおそれのあるところは、排気装置を設け

ること。 

（８）口径４０mm以上でかつ延長が３０ｍ以上の共用管を設ける場合は、水

道事業所と協議し、必要に応じて排水機構を設けること。排水機構は排水

桝、道路側溝等に接続し、逆止弁を設置すること。 

（９）将来にわたり維持管理が容易な構造であること。 

 

１．５ 個人情報の保護 

給水装置工事にかかる関係図書は、個人情報を含むものであることから、指定

工事事業者並びに関係者は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報保護法・

名取市個人情報保護条例等の法令を遵守し、個人情報の漏洩により損失を与える

ことのないよう、その取扱いには十分に注意しなければならない。 

給水装置台帳図等の閲覧を行うときは、権利者から委任を受けていることを明

確にするとともに、入手した資料を第三者に貸与したり、業務以外の目的に使用

してはならない。 

また、業務上必要となるもの以外の台帳図等をみだりに閲覧・収集してはなら

ない。 
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２ 給水装置の設計計画 

    ２．１ 調  査 

給水装置工事を依頼された指定工事事業者は現場の状況を把握するために、必

要な調査を行う。 

調査は計画・施工の基礎となる重要な作業であり、調査の良否によって計画の

策定、施工、さらには給水装置の機能にも影響するものであるので、慎重に行う

必要がある。特に資料と現地に相違がある場合があるので、現地調査を十分に行

う。 

              （一部内容省略） 

 

２．２ 給水方式 

給水方式には直結式給水と受水槽式給水の二つの方式がある。水質管理等の面

から、基本的には直結式給水が望ましい。給水方式は給水する高さ、所要水量、

使用用途及び維持管理面を考慮し決定する。 

 

   ２．２．１ 直結式給水 

直結式給水には、配水管の水圧で直結給水する直結直圧式と、給水管上に増圧

施設を設置して給水する直結増圧式がある。 

直結直圧式は概ね５階程度までの建築物に給水する場合に適用とする。 

直結増圧式は概ね１０階建て以下の建築物のうち、直結直圧方式では必要な水

圧を確保できない場合に採用する。 

 

   ２．２．２ 受水槽式給水 

受水槽式給水は水道水を一旦受水槽で受け、給水する方式である。用途や使用

水量により、直結式給水が困難な場合については、受水槽式給水とする。 

以下に受水槽式給水となる場合の例を示す。 
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     受水槽式給水となる場合の例 

① 直結式給水では需要者の必要とする水量、水圧が得られないとき。 

② 災害や事故等の非常時の断減水時においても、即時の影響を回避する必

要がある場合。 

③ 一時に多量の水を必要とする場合又は、使用水量の変化が大きく配水管

の水圧低下や水撃等のおそれがある場合。 

④ 配水管の水圧変動に関わらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場合。 

⑤ 有害薬物を使用する工場や、井戸水等と混合して使用する場合等、逆流

が生じたときに配水管の水を汚染するおそれのある場合。 

 

直結・受水槽併用式給水は一つの建築物で直結方式及び、受水槽方式の      

両方の給水方式を併用するものである。水道事業所と使用水量や使用用途等につ

いて協議のうえ、併用することができる。 

 

２．３ 給水装置の設計 

２．３．１ 設計水量 

設計水量は、給水管口径等の給水装置系統の主要緒元を計画する際の基礎とな

るものであり、建築物の用途及び水の使用用途、使用人数、末端給水栓の数等を

考慮した上で決定する。また、設計水量には、瞬間最大使用水量と日最大給水量

がある。 

一般的に、直結式給水の場合は瞬間最大使用水量（通常、単位としてℓ／分 

を用いる）から求められ、受水槽式の場合は計画一日最大給水量（ℓ／日）から

求められる。 

 

１） 瞬間最大使用水量 

直結式給水における設計水量は、末端給水器具の同時使用の割合から考

慮して実態に合った同時使用水量（瞬間最大使用水量）から求める。 

同時使用水量（ℓ／分）とは、給水装置に設置されている給水器具のう

ち、いくつかの給水器具が同時に使用された場合の使用水量である。 
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以下に同時使用水量の求め方を示す。 

（１）一般的な同時使用水量の算定の方法 

総給水栓数から同時に使用する給水栓数を表２－２より求め、任意に

同時に使用する給水栓を設定し、設定された給水栓の吐水量を足し合わ

せて同時使用水量を決定する方法である。 

給水栓の種類別吐水量については、その種類と設置箇所に応じて、そ

れぞれ適当な使用量の範囲とこれに対応する口径があり、表２－３のと

おりである。 

同時に使用する末端給水栓の組み合わせは使用形態に合わせて設定す

る。ただし、使用形態を予想するのが困難な場合は、１栓あたりの使用

水量を平均１２ℓ／分として設定することが出来る。 

 

表２－２ 同時使用率を考慮した給水栓数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表２－３ 省略） 

 

（２）集合住宅等における同時使用水量の算定方法 

① 集合住宅の場合（表２－４、表２－５） 

1～ 30（人）   Ｑ＝ 26Ｐ0.36 

31～ 200（人）  Ｑ＝ 13Ｐ0.56 

201～2000（人）  Ｑ＝ 6.9Ｐ0.67 

給水栓数

（栓） 

同時使用水栓数

（栓） 

１ １ 

２～５ ２ 

６～１０ ３ 

１１～１５ ４ 

１６～２０ ５ 

２１～３０ ６ 

※ ３１栓以上は１０栓毎に１栓増 
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ただし、Ｑ：同時使用水量（ℓ／分） 

Ｐ：人数（人） 

なお、表２－４、表２－５の同時使用水量については下記の考えによ

る。 

表２－４（ファミリータイプ） 一戸当たりＰ＝3 人 

表２－５（ワンルームタイプ） 一戸当たりＰ＝2 人 

② 戸建住宅の場合 

10 戸未満   Ｑ＝ 42Ｎ0.33 

10 戸以上600 戸未満   Ｑ＝ 19Ｎ0.67 

ただし、Ｑ：同時使用水量（ℓ／分） 

Ｎ：戸数 

（３）同時使用率が極めて高い場合の算定方法 

        （内容省略） 
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表２－４ 同時使用量（ファミリータイプ） （ℓ／秒） 

戸数
同時

使用水量
戸数

同時
使用水量

戸数
同時

使用水量
戸数

同時
使用水量

戸数
同時

使用水量

1 0.6 41 3.2 81 4.6 121 6.0 161 7.2

2 0.8 42 3.3 82 4.6 122 6.0 162 7.3

3 1.0 43 3.3 83 4.6 123 6.0 163 7.3

4 1.1 44 3.3 84 4.7 124 6.1 164 7.3

5 1.1 45 3.4 85 4.7 125 6.1 165 7.3

6 1.2 46 3.4 86 4.7 126 6.1 166 7.4

7 1.3 47 3.5 87 4.8 127 6.2 167 7.4

8 1.4 48 3.5 88 4.8 128 6.2 168 7.4

9 1.4 49 3.5 89 4.9 129 6.2 169 7.5

10 1.5 50 3.6 90 4.9 130 6.3 170 7.5

11 1.5 51 3.6 91 4.9 131 6.3 171 7.5

12 1.6 52 3.7 92 5.0 132 6.3 172 7.6

13 1.7 53 3.7 93 5.0 133 6.4 173 7.6

14 1.8 54 3.7 94 5.0 134 6.4 174 7.6

15 1.8 55 3.8 95 5.1 135 6.4 175 7.6

16 1.9 56 3.8 96 5.1 136 6.5 176 7.7

17 2.0 57 3.9 97 5.1 137 6.5 177 7.7

18 2.0 58 3.9 98 5.2 138 6.5 178 7.7

19 2.1 59 3.9 99 5.2 139 6.5 179 7.8

20 2.1 60 4.0 100 5.3 140 6.6 180 7.8

21 2.2 61 4.0 101 5.3 141 6.6 181 7.8

22 2.3 62 4.0 102 5.3 142 6.6 182 7.8

23 2.3 63 4.1 103 5.4 143 6.7 183 7.9

24 2.4 64 4.1 104 5.4 144 6.7 184 7.9

25 2.4 65 4.2 105 5.4 145 6.7 185 7.9

26 2.5 66 4.2 106 5.5 146 6.8 186 8.0

27 2.5 67 4.2 107 5.5 147 6.8 187 8.0

28 2.6 68 4.2 108 5.5 148 6.8 188 8.0

29 2.6 69 4.2 109 5.6 149 6.9 189 8.0

30 2.7 70 7.2 110 5.6 150 6.9 190 8.1

31 2.7 71 4.2 111 5.6 151 6.9 191 8.1

32 2.8 72 4.2 112 5.7 152 7.0 192 8.1

33 2.8 73 4.3 113 5.7 153 7.0 193 8.2

34 2.9 74 4.3 114 5.7 154 7.0 194 8.2

35 2.9 75 4.3 115 5.8 155 7.0 195 8.2

36 3.0 76 4.4 116 5.8 156 7.1 196 8.2

37 3.0 77 4.4 117 5.8 157 7.1 197 8.3

38 3.1 78 4.4 118 5.9 158 7.1 198 8.3

39 3.1 79 4.5 119 5.9 159 7.2 199 8.3

40 3.2 80 4.5 120 5.9 160 7.2 200 8.4  
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表２－５ 同時使用量（ワンルームタイプ） （ℓ／秒） 

戸数
同時

使用水量
戸数

同時
使用水量

戸数
同時

使用水量
戸数

同時
使用水量

戸数
同時

使用水量

1 0.6 41 2.6 81 3.7 121 4.5 161 5.5

2 0.7 42 2.6 82 3.8 122 4.6 162 5.5

3 0.8 43 2.6 83 3.8 123 4.6 163 5.6

4 0.9 44 2.7 84 3.8 124 4.6 164 5.6

5 1.0 45 2.7 85 3.8 125 4.6 165 5.6

6 1.1 46 2.7 86 3.9 126 4.7 166 5.6

7 1.1 47 2.8 87 3.9 127 4.7 167 5.6

8 1.2 48 2.8 88 3.9 128 4.7 168 5.7

9 1.2 49 2.8 89 3.9 129 4.7 169 5.7

10 1.3 50 2.9 90 4.0 130 4.8 170 5.7

11 1.3 51 2.9 91 4.0 131 4.8 171 5.7

12 1.4 52 2.9 92 4.0 132 4.8 172 5.8

13 1.4 53 3.0 93 4.0 133 4.8 173 5.8

14 1.4 54 3.0 94 4.1 134 4.9 174 5.8

15 1.5 55 3.0 95 4.1 135 4.9 175 5.8

16 1.5 56 3.0 96 4.1 136 4.9 176 5.8

17 1.6 57 3.1 97 4.1 137 4.9 177 5.9

18 1.6 58 3.1 98 4.2 138 5.0 178 5.9

19 1.7 59 3.1 99 4.2 139 5.0 179 5.9

20 1.7 60 3.2 100 4.2 140 5.0 180 5.9

21 1.8 61 3.2 101 4.2 141 5.0 181 6.0

22 1.8 62 3.2 102 4.2 142 5.1 182 6.0

23 1.8 63 3.3 103 4.2 143 5.1 183 6.0

24 1.9 64 3.3 104 4.2 144 5.1 184 6.0

25 1.9 65 3.3 105 4.2 145 5.1 185 6.0

26 2.0 66 3.3 106 4.2 146 5.2 186 6.1

27 2.0 67 3.4 107 4.2 147 5.2 187 6.1

28 2.1 68 3.4 108 4.2 148 5.2 188 6.1

29 2.1 69 3.4 109 4.2 149 5.2 189 6.1

30 2.1 70 3.4 110 4.3 150 5.3 190 6.2

31 2.2 71 3.5 111 4.3 151 5.3 191 6.2

32 2.2 72 3.5 112 4.3 152 5.3 192 6.2

33 2.3 73 3.5 113 4.3 153 5.3 193 6.2

34 2.3 74 3.6 114 4.4 154 5.3 194 6.2

35 2.3 75 3.6 115 4.4 155 5.4 195 6.3

36 2.4 76 3.6 116 4.4 156 5.4 196 6.3

37 2.4 77 3.6 117 4.4 157 5.4 197 6.3

38 2.4 78 3.7 118 4.5 158 5.4 198 6.3

39 2.5 79 3.7 119 4.5 159 5.5 199 6.3

40 2.5 80 3.7 120 4.5 160 5.5 200 6.4  
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２） 計画一日最大給水量 

計画一日最大給水量は、給水装置に給水される1 日当たりの最大水量で

あって、受水槽式給水の場合は受水槽容量の決定等の基礎となるものであ

る。用途別業態別標準使用水量（表２－７）、建築用途別給水対象人員算

定基準表（表２－８）を参考にするとともに、当該施設の規模と内容、給

水区域における他の使用実態等を十分考慮して決定する。 

計画一日最大給水量の算定には、表２－７を用いて一人当りの水量を決

定し、表２－８を用いて使用人員を定める。それらの積で使用水量を決定

する。 

上記による算出ができない場合は以下の方法から算出する。 

     ① 複数の用途及び使用実態が考えられる場合は、1 人 1日当りの使用水量

と使用人員の積の値と、単位床面積当たり使用水量と延床面積の積の値を

求め、それらを足す。 

② 工場、病院等で特殊器具を使用する場合は、当該器具の計画一日使用水

量を加算する。 

③ 業態等による計画一日最大給水量の算出が適切ではない場合は、類似

事例の実績を用いる。 
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表２－７ 用途別業態別標準使用水量表 

 

類似用途別 

番   号 

 

業  態  名 

計画１日最大給水量（ℓ／ｄ） 

対    象 
対象当たり 

給  水  量 

給水時間 

（ｈ） 

１ 

 

総   合   病   院 

病    床 600 
12 

医師・看護師 110 

外 来 患 者 10 4 

 

病        院 

病    床 450 
12 

医師・看護師 110 

外 来 患 者 10 4 

医        院 
医師・看護師 110 8 

外 来 患 者 10 4 

血液疾患クリニック 

病    床 700 

12 医師・看護師 110 

外 来 患 者 250 

２ 

戸  建  住  宅  常  住  者 250 
12 

共同住宅Ａ・独身寮 
 常  住  者 400 

 管  理  人 100 8 

共  同  住  宅  Ｂ 
 常  住  者 250 12 

 管  理  人 100 8 

老 人 福 祉 施 設 

常  住  者 250 
10 

医師・看護師 110 

 通  院  者 80 8 

３ 

ホ   テ   ル 
 宿  泊  者 360 

10 
 従  業  員 110 

寮・下宿・寄宿舎・

合宿所 

 常  住  者 150 

8  管  理  人 100 

 調  理  人 110 

旅        館 
 宿  泊  客 240 

10 
 従  業  員 110 

モ  ー  テ  ル 
 宿  泊  客 500 

 従  業  員 110 

カ プ セ ル ホ テ ル 
 宿  泊  客 150 

8 
 従  業  員 110 
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４ 
官 公 庁 ・ 事 務 所 常 勤 職 員 100 8 

新    聞    社 常 勤 職 員 100 12 

５ 

自衛隊キャンプ宿舎 
 常  住  者 300 

8 
 職     員 110 

刑    務    所 
 常  住  者 400 16 

 職     員 110 8 

拘    置    所 
 常  住  者 300 16 

 職     員 110 8 

６ 

保 育 所 ・ 幼 稚 園 
 園 児 定 員 40 6 

 職     員 110 8 

小    学    校 
 生 徒 定 員 45 6 

職     員 110 8 

中    学    校 
 生 徒 定 員 55 6 

職     員 110 8 

高等学校・大学・高

専・各種専門学校・予

備校 

生 徒 定 員 45 6 

 生徒定員（夜） 30 4 

職     員 110 8 

各 種 塾 ・ 教 室 
 生 徒 定 員 10 

8 
職     員 110 

図書館・付属図書館 
 延 べ 利 用 者 10 5 

職     員 110 8 

７ 

飲    食    店 
延  べ  客 50～120 

10 
従  業  員 110 

喫茶店・スナック 
延  べ  客 60 

12 
従  業  員 110 

キャバレー・バー 
延  べ  客 30 

6 
従  業  員 110 

ビ  ア  ホ  ー  ル 
延  べ  客 20 

10 
従  業  員 110 

社  員  食  堂 
 述 べ 利 用 者 25 

6 
 従  業  員 110 

給 食 セ ン タ ー 
延 べ 人 数 20 

8 
 従  業  員 110 

結  婚  式  場 
延  べ  客 40 

従  業  員 110 
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７ 料        亭 
延  べ  客 40 4 

従  業  員 110 8 

８ 

店        舗 延  べ  客 3 
10 

従  業  員 100 

スーパーマーケット 
延  べ  客 10 

10 
従  業  員 110 

美 容 院 ・ 理 容 店 従  業  員 110 10 

クリーニング店 従  業  員 110 8 

９ 
研 究 所 ・ 試 験 場 従  業  員 100 8 

工場・作業所・管理室 従  業  員 120 8 

１０ 

公 会 堂 ・ 集 会 所  述 べ 利 用 者 10 
8 

 従  業  員 100 

劇 場 ・ 演 芸 場 延  べ  客 10 
10 

従  業  員 100 

映    画    館 延  べ  客 10 
12 

従  業  員 100 

競技場・体育館・野

球場 

 観     客 10 
5 

 選手・従業員 100 

スケート場・ボーリング

場・遊園地・ゴルフ練習場 

延  べ  客 30 
10 

従  業  員 100 

ゴルフ場クラブハウス 
プ レ ー ヤ ー 200 

10 
従  業  員 150 

１１ 
プ    ー    ル  述 べ 利 用 者 50 

10 
 従  業  員 100 

１２ 

パ  チ  ン  コ  延 べ 台 数 25 
8 

従  業  員 100 

囲碁ｸﾗﾌﾞ・麻雀ｸﾗﾌﾞ・撞球

場・ｶﾗｵｹ・卓球場・ｴｱﾛﾋﾞｸｽ 

延  べ  客 10 
8 

従  業  員 100 

１３ 

自動車車庫・駐車場  述 べ 利 用 者 15 12 

 従  業  員 100 8 

ガソリンスタンド 従  業  員 100 
10 

整  備  員 120 

１４ 
公  衆  浴  場 延  べ  客 50 

12 
従  業  員 100 
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表２－８ 建築用途別給水対象人員算定基準表 

 

１５ 公衆便所・バスター

ミナル 

 述 べ 利 用 者 15 
12 

 従  業  員 110 

駅 駅  務  員 110 10 

１６ 寺        院  参  会  者 10 4 

建  築  用  途 

給水対象人員 

単位当たり算定

人員 

算定床面積 

医療施設関係 

総合病院・病院 １床当たり１人 外来者は計画外来患者

数（定員） 

医院・診療所 外来者は計画外来患者数（定員） 

血液疾患クリニック １床当たり１人 外来者は透析機械台数

（定員） 

住宅施設関係 

戸建住宅 １戸当たり４人 

共同住宅Ａ・独身寮 １戸が１居室で構成されている場合 

１Ｋ・１ＤＫ  1.0人 

共同住宅Ｂ        １ＬＤＫ 2.0人 

２Ｋ・２ＤＫ・２ＬＤＫ 3.5人 

３Ｋ・３ＤＫ・３ＬＤＫ 4.0人 

４Ｋ・４ＤＫ・４ＬＤＫ 4.5人 

５Ｋ・５ＤＫ・５ＬＤＫ 5.0人 

老人福祉施設 同時に収容し得る人員（定員） 

自衛隊キャンプ宿舎 同時に収容し得る人員（定員） 

宿泊施設関係 

寮・下宿・寄宿舎・合

宿所 

同時に収容し得る人員（定員）、食事付

の場合は１食につき20ℓを別途加算 

青年の家・ユースホス

テル 

同時に収容し得る人員（定員） 

ホテル・旅館・モーテ

ル・カプセルホテル 

同時に収容し得る人員（定員） 

事務所関係 

事務室 

１m2当たり0.1人 

事務室の床面積 

官庁の外来者は庁舎職

員数の0.05～0.1 

行政官庁等外来者の多

い事務所 
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学校施設関係 

保育所・幼稚園 同時に収容し得る人員（定員） 

小学校・中学校・高

校・大学・高専・各種

専門学校・予備校 

同時に収容し得る人員（定員）、夜間の

課程を併設している場合はその定員を加

算 

各種塾・教室 同時に収容し得る人員（定員） 

図書館・大学付属図書館 同時に収容し得る人員（定員）の2分の1 

大学付属体育館 
ｎ =

20� + 120�

8
× 
 

         （ｔ＝0.5～1.0） 

   ｎ：処理対象人員（人） 

   ｃ：大便器数（個） 

   ｕ：小便器数又は両用便器数(個) 

   ｔ：単位便器当たり１日平均使用

時間（ｈ） 

小・中・高校用プール （プール給水） 

（有効容量ｍ3×3.3％）＋（有効容量ｍ3

×3％） 

3.3％は一時用水、3％は補給用水 

営業用プール 利用者(定員）＋補給水(3.0％)＋逆洗水量 

飲食店舗関係 

飲食店 算定床面積は店舗面積 

回転寿司・焼肉店・中華料理店・レスト

ラン        １ｍ2当たり120ℓ 

日本そば店    １ｍ2当たり100ℓ 

小料理店・居酒屋 １ｍ2当たり70ℓ 

とんかつ店・天ぷら屋・お好み焼店・大

衆食堂       １ｍ2当たり50ℓ 

喫茶店・スナック １ｍ2当たり60ℓ 店舗面積 

キャバレー・バー １ｍ2当たり30ℓ 店舗面積 

ビアホール １ｍ2当たり20ℓ 

ビアガーデン1/2 

店舗面積 

社員食堂 １ｍ2当たり25ℓ 食堂面積 

給食センター 延べ給食数（定員）１食当たり20ℓ 

結婚式場 延べ利用者（定員）１食当たり40ℓ 

料亭 延べ客（定員）１人当たり40ℓ 
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飲食店舗関係 

店舗 １ｍ2当たり3ℓ 店舗面積 

スーパーマーケット １ｍ2当たり10ℓ 店舗面積＋作業室

面積、事務室等は

別途計上 

美容院 １ｍ2当たり50ℓ 店舗面積 

理容店 １ｍ2当たり40ℓ 店舗面積 

コインランドリー 台数×全自動洗濯使用水量／台×３回転 

全自動洗濯使用水量はカタログ等の資料

による 

クリーニング店 １ｍ2当たり35ℓ 店舗面積 

市場 
ｎ =

20� + 120�

8
× 
 

         （ｔ＝2） 

研究所作業所

関係 

研究所・試験所 同時に収容し得る人員（定員） 

実験用水加算 

工場・作業所・管理室 作業人員（作業用水加算） 

娯楽集会場施

設関係 

公会堂・集会所 同時に収容し得る人員（定員）の１／２ 

劇場・演芸場・映画館 同時に収容し得る人員（定員）の３／４ 

観覧場・競技場・体育

館・野球場 

同時に収容し得る人員（定員）の１／２ 

ゴルフ練習場・遊園

地・ボーリング場・ス

ケート場・バッティン

グ場・ドライブイン 

ｎ =
20� + 120�

8
× 
 

         （ｔ＝2） 

  ｃ・ｕ 客専用便器数 

ゴルフ場クラブハウス 18ホールまでは50人 

36ホールまでは100人 

パチンコ店 １台当たり25ℓ 

囲碁クラブ・麻雀クラブ １ｍ2当たり0.6人 営業用途に供する

部分の床面積 撞球場・卓球場・ダン

スホール 

１ｍ2当たり0.3人 

エアロビクス 同時に収容し得る人員（定員） 

カラオケ 同時に収容し得る人員（定員） 

自動車車庫関

係 

自動車車庫・駐車場 
ｎ =

20� + 120�

8
× 
 

         （ｔ＝0.4～2.0） 
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注*（定員）は定員証明書による人員 

  *１ 女子専用便所にあっては、便器数のおおむね 1／2を小便器とみなす。 

  *２ 居室とは、建築基準法による用語の定義でいう居室であって、居住、執       

務、作業、集会、娯楽、その他これらに類する目的の為に継続的に使用す

る室をいう。ただし、共同住宅における台所及び食事室を除く。 

  *３ ゴルフ場のクラブハウスの給水対象人員には従業員数を別途加算する。 

  *４ 事務室とは、社長室、秘書室、重役室、会議室、及び応接室を含む。 

  *５ 脱衣場には、番台、及び壁付けロッカー部分は含まない。 

 

 

 

 

自動車車庫関

係 

洗車施設 門型 

（小型車） 

設置台数×18台×ℓ／台

＋雑用水、１台当たり 

水量はカタログによる 

門型 

（大型車） 

実数 １台当たり水量

はカタログによる 

スプレー式 設置台数(基)×12ℓ／分

×5分×18台＋雑用水 

雑用水：屋外水栓×口径流量(ℓ)×20分 

口径13：20ℓ 口径20：40ℓ 口径25：80ℓ 

上記に属さな

い施設 

公衆浴場 同時に収容し得る人員（定員） 

特殊浴場（サウナ等） 同時に収容し得る人員（定員） 

公衆便所・バスターミ

ナル 
ｎ =

20� + 120�

8
× 
 

         （ｔ＝1～10） 

駅 男子小用 乗降客×0.06×0.85×4.5ℓ 

男子大用 乗降客×0.06×0.05×15.0ℓ 

女子用 乗降客×0.06×0.10×15.0ℓ 

手洗い用 乗降客×0.06×1.00×3.0ℓ 

寺院 １ｍ2当たり0.6

人 

寺院床面積 庫裡は戸

建住宅に準ずる 

冷却用水 

冷却補給水（クーリングタワー計算例） 

冷房能力(RT)×13ℓ／分×30分×時間×0.015 （1RT＝3320kcal） 

 〃  (URST)×17ℓ／分(13ℓ／分)×60分×時間×0.01(0.015) 
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２．３．２ 設計水圧 

設計水圧は、次の基準とする。 

（１）設計水圧は配水管位置で、０．２ＭPaとする。 

（２）この設計水圧によりがたい時は、必要に応じ配水管の水圧測定を行い、

水道事業所と協議の上決定する。 

（３）上記（２）の場合においては、口径７５㎜以上の管網を形成する配水管

に適用し、０．３MPaを上限とする。 

 

２．３．３ 管口径の決定 

１） 一般事項 

（１）給水管の口径は、設計水圧において設計水量を十分に供給できるもの

で、かつ経済性も考慮した合理的な（著しく過大でない）大きさにする

ことが必要である。 

（２）口径は、給水用具の立ち上がり高さと設計水量に対する総損失水頭を

加えたものが、設計水圧以下となるよう計算によって定める。ただし、

将来の使用水量の増加、配水管の水圧変動を考慮して、ある程度の余裕

水頭を確保しておく必要がある。 

（３）湯沸器等のように最低作動水圧を必要とする給水用具がある場合は、

給水用具の取付け部において3～5ｍ程度の水頭を確保する。また先止め

式瞬間湯沸器で給湯管路が長い場合は、給湯水栓やシャワー等において

所要水量を確保できるようにすることが必要である。 

（４）給水管内の流速は、ウォーターハンマー、騒音、管路や器具の損傷が

考えられるため、管内流速を原則として2ｍ／sec 以下とすること。 

 

２） 給水管の摩擦損失水頭 

       （一部内容省略） 

      動水勾配早見表を表２－１１に示す。 

 

３） 各種器材等の損失水頭直管換算長（表２－１２） 
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表２－１１ 動水勾配早見表 

       （ウェストン公式）       （ヘーゼン・ウィリアムズ公式） 

流量 流量
(ℓ/s) φ13 φ20 φ25 φ30 φ40 φ50 (ℓ/s) φ75 φ100
0.1 69 10 3.8 1.7 0.5 0.2 4.0 20 5
0.2 228 33 12 5.3 1.5 0.5 4.1 21 5

0.26 362 51 19 8.3 2.3 0.8 4.2 22 5

0.3 466 66 24 11 2.9 1.0 4.3 22 6
0.4 777 108 39 17 4.6 1.7 4.4 23 6
0.5 159 57 25 6.7 2.4 4.5 24 6
0.6 220 79 34 9.2 3.3 4.6 25 6

0.64 246 88 38 10.2 3.6 4.7 27 7

0.7 289 103 45 12 4.2 4.8 28 7
0.8 366 131 56 15 5.3 4.9 29 7
0.9 161 69 18 6.5 5.0 30 7
1.0 194 83 22 7.8 5.1 31 8

1.1 99 26 9.2 6.2 32 8
1.2 115 30 11 5.3 33 8
1.3 132 35 12 5.4 34 8
1.4 151 40 14 5.5 35 9

1.5 45 16 5.6 37 9
1.6 50 18 5.7 38 9
1.7 56 20 5.8 39 10
1.8 62 22 5.9 40 10
1.9 68 24 6.0 42 10
2.0 74 26 6.1 43 11
2.1 81 28 6.2 44 11
2.2 88 31 6.3 46 11
2.3 95 33 6.4 47 12
2.4 103 36 6.5 48 12
2.5 110 38 6.6 50 12

2.6 41 6.7 51 13
2.7 44 6.8 52 13
2.8 47 6.9 54 13
2.9 50 7.0 55 14
3.0 53 7.2 58 14
3.1 56 7.4 61 15
3.2 60 7.6 64 16
3.3 63 7.8 68 17
3.4 66 8.0 71 17
3.5 70 8.2 73 18
3.6 74 8.4 78 19
3.7 77 8.6 81 20
3.8 81 8.8 85 21

3.9 85 9.0 22

4.0 9.2 23
9.4 24

動水勾配(‰）動水勾配(‰）

 

※太枠内は流速 2.0m/s以下となる範囲 
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４） 水理計算の省略 

      給水装置には、大規模なものから小規模なものまであり、これらについて

すべて前述した計算を行うことは煩雑であるため、次の場合は計算を省略す

ることができる。ただし、配水管埋設位置と水栓使用位置との高低差が著し

く大きい場合は別途計算を行う。 

     ① メーター口径１３mmの給水栓で、５栓以内かつ管延長２０ｍまでの場

合。 

     ② メーター口径２０mmの給水栓で、１５栓以内かつ管延長４０ｍまでの

場合。 

 

５） 受水槽式給水の口径決定 

（１）設計流量 

「用途別業態別標準使用水量表」（表２－７）及び「建築用途別給水対

象人員算定基準表」（表２－８）により業態別の１日当たりの計画最大給

水量を求め、単位時間の使用水量を決める。 

（一部内容省略） 

 

２．３．４ 口径決定の留意事項 

（１）次のメーター口径については、過大流量による給水装置の損傷やウォ

ーターハンマーの発生を防止し、適切な流量及び水圧を確保するため、

水栓数に上限を設ける。 

表２－１３ 水栓数の上限 

メーター口径 水栓数の上限 

    １３mm ５栓※ 

    ２０mm    １５栓 

※既設の専用栓があり、新たに下水道の普及により水洗化を

する場合は、水栓数の上限に１栓の追加を認める。 

（２）湯水混合水栓、湯単独栓、水単独栓は、1 栓と数える｡ 

（３）浴槽に給湯する給湯器は１栓と数える。 

（４）５号以下の小型瞬間湯沸器や小型電気温水器は栓数に含めない。 

（５）食器洗い機は１栓と数える。 
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（６）給水管から分岐して浄水器等を設置する場合は、１栓と数える。 

（７）接続する給水用具の流入口径は、原則としてメーター口径以下とす

る。ただし、流入口径１５Ａについては１３mmメーターでの使用を認め

る。 

     （一部内容省略） 

 

２．３．５ 分岐の原則 

１） 一般事項 

（１）同一敷地内（複数の画地を一体的に土地利用する場合を含む）への給

水管の取出しは、原則として１箇所とする。 

（２）道路内における給水管の分岐最小口径は、２０mmとする。 

（３）φ４００mm以上の配水管、異形管及び送水管からは分岐できない。 

（４）管網を形成している配水管からの分岐は１段落ち、管網を形成してい

ない配水管からの分岐は２段落ちの口径とする。 

（５）配水管の口径５０mmからの分岐は、管網を形成する場合であっても、

２段落ちまでとする。 

（６）受水槽式給水への分岐は、管網形成の有無に関わらず、分岐する配水

管の２段落ちの口径とする。 

（７）私共用管から受水槽式給水への分岐は、個人住宅用として設置するも

のを除き、分岐できない。 

（８）私共用管からの分岐は、原則として利害関係人の同意を必要とする。

同意を得るにあたっては、分岐による影響の程度や、将来の増径が制限

されるおそれ等について丁寧に説明し、理解を得ること。 

（９）道路（公道）の交差点内では、交差する道路に縦断的に配管を敷設す

る場合を除き、分岐できない。 

（１０）給水装置として使用する予定のない給水管は、停滞水による水質の

悪化を防止するため、分岐止めをしなければならない。 

 

    ２） 分岐の戸数 
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給水管の口径と分岐の標準数を表２－１４に示す。標準によらない場合は、

水理計算により決定する。 

 

表２－１４ 給 水 管 の 口 径 と 分 岐 標 準 数 

給水管口径 １３ ２０ ２５ ３０ ４０ ５０ 

メーター口径 １３ ２０ １３ ２０ １３ ２０ １３ ２０ １３ ２０ 

    水 圧 

管長(ｍ) 
0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

１０ ５
栓
ま
で 

１５
栓
ま
で 

１２ ４ １８ ６ ２７ １０ ４２ １７ 

２０ １１ ３ １６ ４ ２２ ８ ３６ １５ 

３０  １０ ２ １２ ４ １８ ８ ３２ １３ 

４０  ７ ２ １０ ３ １４ ７ ２８ １２ 

５０   ３ １ ８ ３ １３ ６ ２５ １１ 

１００     ８ ２ １０ ４ ２０ ８ 

１５０     ４ １ ８ ３ １７ ６ 

２００     ４ １ ７ ３ １３ ５ 

３００     １ １ ５ ２ ９ ４ 

４００       ４ ２ ８ ３ 

５００       ３ １ ７ ３ 

 

２．４ 使用材料 

２．４．１ 基準適合品の使用 

（１）給水装置工事に使用する材料は、「基準省令」に基づく基準に適合してい

なければならない。 

（２）主任技術者は、使用する給水管や給水器具について、基準に適合してい

ることを確認する義務を負う。 
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（３）使用材料が基準に適合していることの確認は、次の方法により行うこと。 

① 自己認証品 

   製造者が自らの責任において性能基準に適合していることを証明する

製品であり、設計段階で性能基準に適合していることの証明と、製造段階

で品質の安定性が確保されていることの証明を証明書等により確認する。 

② 第三者認証品 

   中立的な第三者認証機関が検査を行って性能基準に適合することを証

明又は認証した製品であり、製品に表示された認証マークにより確認す

る。JIS規格や JWWA規格などがある。 

（４）指定工事事業者は、水道事業者が求めたときには、給水装置工事に使用

した材料が性能基準に適合することを確認できる資料を提出しなければ

ならない。 

 

２．４．２ 配管材料 

１） 配管材料の指定 

      施行規程第１２条の規定により、水道事業者が指定する配水管への取付口

から水道メーターまでの間の給水装置の材料は表２－１５のとおりとする。 

表２－１５ 管種別使用区分 

使 用 区 分 口  径 管           種 

屋 外 埋 設 配 管 
75㎜以上 ＤＩＰ（ＧＸ） 

50㎜以下 ＰＰ 

石積み裏側等の埋設 13㎜以上 ＰＰ・ＳＧＰ－ＶＤ・ＳＧＰ－ＰＤ 

屋 外 露 出 配 管 20㎜以上 ＳＧＰ－ＶＢ・ＳＧＰ－ＰＢ 

水 路 等 の 添 架   20㎜以上 ＳＧＰ－ＶＢ・ＳＧＰ－ＰＢ 

仕 切 弁 前 後 
  50㎜ ＤＩＰ（特殊短管） 

40㎜以下 ＰＰ 

止 水 栓 前 後 50㎜以下 ＰＰ 
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２） メーター以降の配管材料 

      メーター以降の配管材料については、「改訂 給水装置工事技術指針」（公

益財団法人 給水装置工事技術振興財団）を参考に、適切な材料を選定する。 

 

２．４．３ 特殊な給水用具の使用 

    （１）浄水器 

浄水器は、水道水中の残留塩素等の溶存物質や、濁度等の減少を目的と

した給水用具である。浄水器によって残留塩素が取り除かれ、器具内に滞

留した水は雑菌が繁殖しやすいため、維持管理について需要者に十分に説

明を行わなければならない。 

浄水器には常時水圧が加わる先止め式と、水圧が加わらない元止め式が

ある。元止め式のうち、水栓一体型以外の浄水器（後付式）は給水装置に

該当しない。 

    （２）活水器 

       活水器のうち磁気を使用したものについては、メーターの性能に影響を

及ぼす可能性があるため、メーターから５０cm 以内の範囲に取付けして

はならない。 

       また、主要配管に取付けする場合は、残留塩素除去による衛生上の問題

や、摩擦損失水頭による水圧低下の影響などについて、需要者に十分に説

明を行わなければならない。 

    （３）流量計 

       水道メーターのほかに給水装置に流量計を取付ける場合は、水道メータ

ーの数値との差異が生じる場合があることを需要者に十分に説明し、確約

書（様式－２７）を提出すること。 

 

３ 給水装置の施工 

  （内容省略） 
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４ 申請手続き 

    ４．１ 申込手続き 

４．１．１ 一般事項 

（１）給水装置の工事を行うときは、あらかじめ、水道事業所に申込み、市長

の承認を受けなければならない。 

（２）次のいずれかに該当する場合、当該工事に関する利害関係人の同意書等

を、提出する。 

① 給水装置工事を行う土地又は建築物が、申込者以外の者の所有物であ

るとき。 

② 共用管又は申込者以外の者が所有する給水管から分岐を行うとき。 

③ 申込者以外の者が所有する土地（共有地を含む、公有地を除く）を通

過して給水装置を設置するとき。 

（３）給水装置の設計及び施工は、市長が施行する場合を除き、指定工事事業

者が行う。 

（４）指定工事事業者が工事を施行する場合は、工事着手前に市長の設計審査

を受けなければならない。 

（５）専用戸建住宅以外の建築物又は工作物の給水装置の新設又は改造工事を 

行う場合及び計画１日最大給水量が４m3 以上となる給水装置工事を行う

場合は、申込みの前に建築物開発負担金ヒアリングを行い、開発負担金を

要する場合はさらに給水申込事前協議を行う。 

（６）造成面積 2,000m2以上の宅地開発に伴う給水取出し工事を行う場合は、 

申込みの前に宅地開発負担金ヒアリングを行い、開発負担金を要する場合

はさらに給水申込み事前協議を行う。 

（７）建替等で、既設の給水装置の撤去工事と新設工事を同時に施行する場合 

は、改造工事として行うことができる。 

（８）給水装置工事の件数は、水道メーターにより計量される（予定を含む）

給水管毎に１件とし、複数の給水管の分岐を伴う場合は、その共有部分の

給水管を１件として扱う。 
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（９）主任技術者は、水理計算の提出の有無に関わらず、水圧不足とならない

よう確認を行っておくこと。 

 

４．１．２ 給水装置工事申込書及び添付書類 

１） 給水装置工事申込書 

給水装置工事申込書は、水道事業所が指定する様式（申込様式１号）を使

用して必要事項を記入する。 

（一部内容省略） 

２） 添付書類 

申込書には、必要に応じて次の書類を添付する。 

     ① 給水装置所有者変更届（様式－５） 

      市長に届出されている給水装置の所有者と異なる者が所有者として給水

装置工事を行う場合。 

② 利害関係人の同意書（様式－６） 

利害関係人が複数人の場合で、申込様式１号に記載できない場合。 

③ 誓約書（様式－７） 

利害関係人から同意を得られないが、やむを得ず給水装置工事を行う場合

又は水道事業所が指示したとき。 

     ④ 代理人選定届（様式－８） 

      条例第 17条の規定による代理人を定めて工事申込を行う場合。 

     ⑤ 管理人選定届（様式－８） 

      条例第 18条の規定により、給水装置を共有する場合、給水装置を共用す

る場合、その他市長が必要と認めた場合のいずれかに該当して管理人を選定

したとき。申込時に管理人が未定である場合は、決定したときに提出する。 

             （一部内容省略） 

 

４．１．３ 水道加入金 

給水装置の新設又は増径を伴う改造を行うときは、その所有者となる者から表

４－１の水道加入金を徴収する。 
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                表４－１ 水道加入金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入金は、工事申込を行い、設計審査を経た後に発行する納入通知書の

日付から、１４日以内に納入しなければならない。 

（２）申込者が官公庁である場合又は災害等を原因として給水装置工事の必要

を生じた場合は、加入金を後納することができる。 

（３）以下の場合を除き、納付済みの加入金は還付しない。 

① 給水装置工事の完成前に工事申込みの取消しを行った場合。ただし、

工事用水として使用した場合は取消しできない。 

② 設計変更を行った結果、加入金の差額が生じた場合。 

③ 錯誤により過納付となった場合。 

（４）以下に該当する場合は、加入金の納入が免除される。 

① 生活保護法に基づく生活保護受給者が給水装置を新設するとき。 

② 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止して、同じ口径の給水装置

を別に新設するとき。 

③ 公設消火栓に準ずる私設消火栓を設置するとき。 

（５）臨時用水として給水装置を新設する場合も、加入金を徴収する。 

    （６）加入金は水道メーターの個数毎に徴収する。受水槽以下で各戸計量を行

うためにメーターを設置する場合もメーター毎に徴収する。 

（７）給水装置の増径を行う場合は、既設の口径との差額を徴収する。 

（８）同一敷地内の建物の給水装置を統合して一つの給水装置とする場合は、

口　径 金　　　額 口　径 金　　　額

￥３７，８００ ￥１，００４，４００

（うち消費税￥２，８００） （うち消費税￥７４，４００）

￥１２９，６００ ￥２，４８４，０００

（うち消費税￥９，６００） （うち消費税￥１８４，０００）

￥２１６，０００ ￥４，６４４，０００

（うち消費税￥１６，０００） （うち消費税￥３４４，０００）

￥３２４，０００ ￥１３，３９２，０００

（うち消費税￥２４，０００） （うち消費税￥９９２，０００）

￥６０４，８００

（うち消費税￥４４，８００）

（消費税込み）

φ３０ φ１５０

φ４０
※口径は、水道メーター上流側直前の
給水管の口径をいう。

φ１３ φ５０

φ２０ φ７５

φ２５ φ１００
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既設給水装置の口径に応ずる加入金の合計額を、同じ敷地内に新設する給

水装置の口径に応ずる加入金の額から控除することができる。 

 

４．１．４ 手数料 

申込人から手続きを委任された指定工事事業者は、表４－２～３の各手数料を、

設計審査を経た後に発行する納入通知書の日付から１４日以内に納付しなけれ

ばならない。 

               表４－２ 手数料（１） 

口径 φ20まで φ25～40 φ50～100 φ150～

申込手数料

設計審査手数料 1,600円 2,400円 4,000円 7,200円

工事検査手数料 2,300円 3,200円 6,400円 8,000円

１件につき200円

      

 

             表４－３ 手数料（２） 

区分 国・県道 市道・公共物

道路敷等占用申請手数料 13,000円 2,400円

 

 

４．２ 変更手続き 

      （内容省略） 

 

４．３ 工事検査手続き 

４．３．１ 中間検査 

（内容省略） 

 

４．３．２ 竣工検査 

（１）給水装置工事事業者は、給水装置工事が完了したときは速やかに水道事



33 
 

業者の工事検査を受けなければならない。 

    （２）主任技術者は、給水装置工事が完了した旨を水道事業者に届出しなけれ

ばならない。また、原則として竣工検査は主任技術者立会いのもと実施す

る。 

    （４）検査に合格するまでは、未検査部分に通水し、使用してはならない。 

（５）竣工検査の申込みは、「給水装置工事検査依頼書」（様式－１０）に、「給

水装置工事しゅん工検査表」（様式－１１）、工事写真、「給水装置工事竣工

届兼給水装置台帳」（しゅん工様式１号・２号）を添えて提出する。 

    （９）竣工検査の結果は、検査結果通知書（様式－１２）により指定工事事業

者に通知する。指定工事事業者は、検査に合格したときは速やかに需要者

に報告しなければならない。 

（１０）次の場合には検査不合格とし、改善したのち再検査を実施する。検査

不合格に伴う不利益について、水道事業者は責を負わない。 

      ① 設計変更協議又は変更申請手続きの対象となるもののうち、手続き未

了のもの。 

      ② 法令及び本指針に違反又は適合しないもの。 

      ③ 加入金、手数料等が未納であるもの。 

      ④ 水圧試験の結果が不良であるもの。 

      ⑤ 止水栓又はメーターの設置位置が不適切なもの。 

      ⑥ 埋設管の埋戻し材に、管を損傷するおそれのある材料を使用したとき

又は必要な防護を怠ったとき。 

      ⑦ 書類等の不備や軽微な内容により検査員が条件付合格とした場合で、

速やかに改善されないもの。 

（１１）水道事業者の実施する竣工検査は、通水の可否を判断するためのもの

であり、需要者に対する瑕疵責任は指定工事事業者が負う。また、給水装

置台帳は需要者より委任を受けた指定工事事業者の責によって作成され

るものであり、検査合格によって水道事業者がその内容を保証するもので

はない。 

         （一部内容省略） 
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４．４ 道路等占用の手続き 

       （内容省略） 

 

４．５ 給水申込手続き 

４．５．１ 給水申込手続き 

給水申込の手続きは、次の区分により行う。 

① 給水開始申込書（様式－１） 

新たに水道メーター以下の給水装置を新設して使用を開始するとき、及び

竣工に先立って工事用水として使用する場合に、検査依頼書に添えて提出す

る。工事用水を使用する場合の使用者は、極力施工者の名義とすること。 

② 給水廃止申込書（様式－１） 

  既設の給水装置を廃止し、メーターを返納する場合に検査依頼書に添えて

提出する。 

③ 量水器口径変更届（様式－２） 

  改造工事で、メーターの口径を変更する場合に検査依頼書に添えて提出す

る。 

④ 使用開始申込書（様式－３） 

  既設の水道メーター以下の給水装置の使用を開始する場合又はその使用

者を変更する場合に提出する。改造工事で工事用水を使用する場合も含む。

給水開始申込書を提出する場合は不要とする。 

⑤ 使用中止申込書（様式－４） 

  水道の使用を中止するとき及び使用者を変更するときに提出する。使用中

の水道を廃止する場合は、給水廃止申込書と併せて提出する。 

 

４．５．２ 水道番号の交付 

         （内容省略） 
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４．５．３ メーターの設置及び返却 

（１）メーターの取付は、中間検査又は竣工検査に合格したときとする。 

（２）メーターの交付を受けるときは、「給水開始申込書」（様式－１）により

行う。 

（３）既設メーターの口径変更を行うときは、「口径変更届」（様式－２）によ

り行い、既設メーターを返却する。 

（４）既設メーターの撤去を行うときは、「給水廃止申込書」（様式－１）によ

り行い、既設メーターを返却する。 

（５）口径５０mm以上のメーター又は遠隔式等の特殊なメーターは、需要者

の負担により設置し、市に寄付採納（様式－２０）を行う。寄付採納が受

理されたときは、市から交付されたメーター番号をメーター蓋の裏側及び

遠隔表示器に表示する。 

（６）メーターを取付するまで、止水栓以降に通水してはならない。メーター

設置後も、未検査部分に通水してはならない。 

 

４．５．４ その他各種手続き 

（１）給水装置所有者変更届 

       給水装置の所有者が、売買・相続等の理由により変更になったときは、

「給水装置所有者変更届」（様式－５）を提出する。新旧所有者の両者捺

印がある場合は、以下の添付書類は不要とする。 

      ① 変更理由が売買・譲渡・贈与によるときは、当該土地又は建築物の登

記簿謄本若しくは売買契約書を添付する。 

② 変更理由が相続によるときは、新旧所有者の関係性を証する戸籍謄本

を添付する。 

③ 変更理由が合併等に伴う社名変更によるときは、変更後の法人登記簿

謄本を添付する。 

（２）代理人・管理人選定（変更）届 

       給水装置の所有者が市内に居住しないときや、集合住宅などでその管理

を委託する場合は、代理人を定めて手続きを委任することができる。 
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       共用管など共用又は共有する給水装置を設置するときは、水道の使用に

関する事項を処理させるため、管理人を選定して届出なければならない。 

       これらの届出は、「代理人・管理人選定（変更）届」（様式－８）により

行い、代理人、管理人を変更したとき又はその住所が変更になったときも

同様とする。 

（３）メーター紛失（き損）届 

       需要者又は使用者が管理するメーターを紛失又はき損した場合は、「メ

ーター紛失（き損）届」（様式－１４）を提出し、弁償金を支払わなければ

ならない。 

（４）私設消火栓演習使用申込書 

       消防演習に私設消火栓を使用するときは、あらかじめ「私設消火栓使用

申込書」（様式－１５）を提出し、市職員の立会いを求めなければならな

い。 

（５）消防用使用届 

       消防用として水道を使用したときは、「消防用使用届」（様式－１６）を

提出しなければならない。 

（６）給水装置・水質検査請求書 

       使用者又は需要者が条例第 24条第１項の規定による給水装置又はその

供給する水の水質検査を請求するときは、「給水装置・水質検査請求書」

（様式－１７）により行う。 

       通常行うべき検査の限度を超えて検査を請求した場合又は検査に特別

の費用を要するときは、その実費額を検査請求者から徴収する。 

（７）給水装置修繕工事報告書兼修繕証明書 

       指定工事事業者が次の修繕工事を行ったときは、「給水装置修繕工事報

告書兼修繕証明書」（様式－１８）を工事実施後に提出する。 

      ① 漏水により給水装置の修復を行ったとき。 

      ② 漏水により給水装置の切り離し（１栓まで）を行ったとき。 

      ③ 配管工事を伴わない給水器具の交換を行ったとき。 

      ④ 水栓器具（単独水栓を除く）の交換を行ったとき。 
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（８）開発負担金ヒアリング 

       ４．１．１（５）及び（６）に該当する給水装置工事及び受水槽以下の

装置の増設又は改造を行うときは、給水装置工事申込の前に開発負担金事

前ヒアリングを行う。ヒアリング時に次の書類を提出する。 

      ① 開発負担金ヒアリング調書（開発負担金様式－４、５） 

      ② 委任状（開発負担金様式－６） 

      ③ 建築確認済証の写し又は開発許可書の写し 

      ④ 水理計算書 

      ⑤ 設計図面 

      ⑥ 定員証明書（必要に応じ） 

       開発負担金の額は、下表のとおりである。 

             表４－６ 開発負担金 

建築物開発負担金 計画１日最大給水量(m3)×65,000円×1.08 

宅地開発負担金 宅地造成面積(m2)×200円×1.08 

       開発負担金の取扱いの詳細については、名取市水道事業開発負担金取扱

規程に定められている。 

（９）給水申込事前協議 

       開発負担金ヒアリングにより負担金を要することが決定したときは、

「給水申込事前協議書」（開発負担金様式－１、２）を提出する。協議書に

は前項の③～⑤を添付する。 

       協議書の提出後に発行する開発負担金納入通知書の日付から、１４日以

内に開発負担金を納入しなければならない。 

（１０）水道料金等減免申請書 

       漏水その他特別な理由により、水道料金等の減免を求めるときは、「水

道料金等減免申請書」（様式－１９）により行う。 

       漏水による水道料金の減免は、「名取市漏水に伴う水道料金の軽減に関

する要綱（平成 27年名取市水道事業告示第 4号）」により取り扱う。蛇口

やトイレ、給湯器等の可視部分の漏水や凍破による漏水は対象外となるの

で留意すること。 
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       漏水による減免申請を行うときは、給水装置修繕工事報告書兼修繕証明

書及び工事写真を添付する。 

       なお、漏水に伴い下水道使用料の減免を求めるときは、併せて「下水道

使用料減免申請書」（様式－２１）を下水道課宛提出する。 
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５ 中高層建築物・受水槽式給水 

５．１ 総 則 

   ５．１．１ 目 的 

この指針は、中高層建築の場合に適用となる直結増圧式給水及び受水槽式給水

の設計・施工・手続き等について本編のほかに必要な事項を定めるものである。 

 

   ５．１．２ 給水方式 

給水方式には以下の方式があり、本編「２．２ 給水方式」を参考に、給水す

る高さ、所要水量、使用用途及び維持管理面を考慮し決定する。 

 

          直結式          直圧式 

                       増圧式 

給水方式      受水槽式 

          直結・受水槽併用式 

    受水槽式給水については、名取市が供給する水道水が直接流入するものを対象

とし、自己水源や雑用水を同一受水槽で併用する場合も、本指針の対象とする。 

    直結・受水槽併用式を適用する場合は、次の条件による。 

   （１）同一建築物で使用用途が異なり、それぞれが独立した区画である場合に給

水方式を併用できる。 

   （２）同一建築物で使用用途が同一の場合は、給水方式の併用はできない。なお、

使用用途とは住居用又は事業用（テナント・事務所等）をいい、店舗・事務

所等複数の事業形態であっても同一用途として扱う。 

   （３）給水方式を併用する場合は、給水取出しをそれぞれ別取出しにすることが

できる。 

   （４）給水方式は使用用途毎に決定し、同じ使用用途での併用は原則としてでき

ない。ただし、テナントに入居する店舗等の個別の理由により受水槽を必要

とする場合は、メーター以降に設置する場合に限りこれを認める。 
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５．２ 設計の基本条件 

   ５．２．１ 分岐の原則 

直結増圧式及び受水槽式の分岐については、本編「２．３．５ 分岐の原則」

に定める事項のほか、次によるものとする。 

   （１）配水管から直結式給水の分岐は、配水管が管網を形成する場合にあっては

配水管口径の１段落ちまで、管網を形成しない行き止まり管の場合にあって

は２段落ちまでとする。 

   （２）配水管から受水槽式給水の分岐は、管網形成の有無によらず、配水管口径

の２段落ちまでとする。 

   （３）私共用管から直結増圧式給水又は受水槽式給水への分岐は、原則としてで

きない。ただし、個人住宅用として設置する口径２０mm以下の受水槽式給

水については認める。 

   （４）被分岐管が申請者の所有する専用管であり、かつその被分岐管に接続する

すべての給水装置が申請者の所有するものである場合は、本指針の設計条件

を満たし、水理計算上可能な場合に限り直結増圧式給水又は受水槽式給水へ

の分岐を認める。 

   （５）配水管口径が５０mmの場合は、水量不足となるため４階建て以上の建築

物への直結給水ができない。 

   （６）配水管口径が５０mmの場合で、管網を形成していない場合は、専用戸建

住宅を除き、３階建建築物への直結給水ができない。 

   （７）直結増圧式給水により分岐する給水管は、口径７５mm以下とする。 

   （８）配水管の水量・水圧不足が懸念される場合や、分岐する給水管の近隣に複

数の中高層建築物が存在する場合は、これらの影響を考慮するものとし、事

前に水道事業所と協議する。 

 

   ５．２．２ 配水管の設計水圧 

直結増圧式給水及び受水槽式給水の場合の配水管の設計水圧については、本編

「２．３．２ 設計水圧」によるほか、以下によるものとする。 
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   （１）直結式給水により中高層建物に給水を行うときは、あらかじめ給水方式に

ついて中高層様式 1号により水道事業所と事前協議を行う。 

   （２）事前協議があったときは、水道事業所は計画地付近の配水管の水圧を調査

した上で、中高層様式２号により配水管の設計水圧について回答する。 

   （３）配水管の水圧は、動水圧を２日間以上計測するものとし、最小動水圧（移

動平均）が０．３ＭPa 以上（配水管の減圧を予定する水系にあっては０．

４ＭPa以上）であるときは、配水管の設計水圧を０．３ＭPaとすることが

できる。 

   （４）配水管の最小動水圧（移動平均）が０．２５ＭPa～０．３ＭPa（配水管の

減圧を予定する水系にあっては０．３５ＭPa～０．４ＭPa）のときは、配水

管の設計水圧を０．２５ＭPaとすることができる。 

   （５）上記以外の場合及び受水槽式給水の場合の配水管の設計水圧は、０．２Ｍ

Paとする。 

 

５．２．３ 設計水量の決定 

設計水量は、給水管の口径、直結増圧設備など給水装置系統の主要諸元を計画

する際の基礎となるものであり、建築物の用途、使用人数、給水栓の数等を考慮

したうえで決定する。 

設計水量には、瞬間最大使用水量と計画一日最大給水量があり、それぞれ本編

「２．３．１ 設計水量」に従い算出する。 

 

    １） 瞬間最大使用水量の算定 

中高層建築物は相当の水量を要するものが多く、集合住宅にあっては本 

編中「集合住宅等における同時使用水量の算定方法」を、事業用途にあって

は「同時使用率の極めて高い場合の算定方法」を使用して設計水量を算出す

ることが望ましい。 

  テナントビル等で改造工事が将来発生する可能性が高い建築物を新設す

る場合は、各テナント区画のメーター口径の最大流量を区画毎の瞬間最大使

用水量とし、表５－１の総同時使用率を考慮してテナント全体の瞬間最大使
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用水量を算出する。 

  例：口径１３mmの最大流量 ０．４ℓ／ｓ 

    口径２０mmの最大流量 ０．８ℓ／ｓ 

    口径２５mm以上  流速２ｍ／ｓ以下の範囲で最大となる流量 

 

表５－１ 給水戸数と総同時使用率 

総戸数 1～3 4～10 11～20 21～30 31～40 41～60 61～80 81～100 

総同時使用率 100%  90%  80%  70%  65%  60%  55%   50% 

 

２） 受水槽式給水の設計水量 

受水槽式給水の瞬間最大使用水量は、単位時間当たり給水量として扱うも

のとし、次の方法による。 

単位時間当たり給水量 ＝ 計画一日最大給水量 ÷ 使用時間 

なお、受水槽式給水で使用対象により複数の給水時間に該当する場合は、

個別に対象毎の時間当たり給水量を算出し、それらが重複する時間帯のうち、

その総和が最大となる時間帯の給水量を使用する。 

受水槽の有効容量は、計画一日最大給水量の６／１０を確保することを標

準とする。使用用途や使用形態、安全率等を考慮して、５／１０～ 

１０／１０の範囲で計画することができる。 

受水槽容量に対して通常時の日当たり使用水量が著しく少ない場合、受水

槽内での滞留が生じて水質が悪化することがあるので、実際の使用形態を把

握するよう努めなければならない。 

 

    ３） 直結・受水槽併用式給水の設計水量 

      同一取出し管で直結式給水・受水槽式給水を併用する場合は、直結式給水

系統の瞬間最大使用水量と、受水槽式給水の単位時間当たり給水量を合算し

たものを使用する。 
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５．２．４ 給水管口径の決定 

    １） 給水管口径決定の手順 

給水管の口径は、配水管の水量・水圧などの供給能力の範囲で、計画使用

水量を供給できる大きさとする。 

      給水管の損傷やウォーターハンマーを防止する観点から、給水管内の流速

が２ｍ／ｓ以下となるよう、本編第２章の表２－１１を使用して給水管口径

を仮決定する。 

      仮決定した配管モデルを用いて、配水管分岐から末端給水装置までの水理

計算を行い、総損失水頭が設計水圧以下となるまで管口径の仮定と水理計算

を繰返し行う。 

給水方式の選択 

 

計画１日最大給水量の算出 

 

瞬間最大使用水量の算出 

各区間流量の算出 

 

管口径の仮決定（流速 2m/s以下） 

 

末端給水装置までの水理計算実施 

                                                            No 

総損失水頭が設計水圧以下か 

                                       Yes 

管口径の決定 

図５－１ 口径決定手順 

 

    ２） 直結増圧式給水の管口径 

      直結増圧式給水における口径決定の手順は、前節で算出した瞬間最大使用

水量をもとに、その水量を給水できる性能を有する直結加圧型ポンプユニッ
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トを選定するとともに、その水量のもとで流速２ｍ／ｓ以下となる取出し管

口径を決定する。 

      増圧設備の呼び径は取出し管口径以下とし、増圧設備の二次側配管の口径

も取出し管口径以下としなければならない。 

      増圧設備は同一建築物に対して１ユニットを原則とする。高層階の給水圧

を確保する必要がある場合は、増圧設備を直列に配置することができるが、

並列に配置してはならない。 

 

    ３） 受水槽式給水の管口径 

      受水槽一次側の管口径は、本編「２．２．３ ５）受水槽式給水の口径決

定」によるものとし、流速２ｍ／ｓ以下となる範囲で決定する。 

受水槽以下の設備の基準については、建築基準法施行令に規定されている

が、その口径決定にあたっては本指針に準じて設計する。特に受水槽以下に

水道メーターを設置して計量を行う場合は、その口径決定根拠を本指針に基

づいて明確にする必要がある。 

 

５．２．５ 水理計算 

       （内容省略） 

 

５．３ 施工上の留意点 

       （内容省略） 

 

５．４ 手続き及び検査 

   ５．４．１ 直結給水事前協議 

    ３階建て以上の中高層建築物への直結給水を行う場合は、工事申込前にあらか

じめ水道事業所と事前協議を行わなければならない。ただし、３階建戸建専用住

宅に直結直圧式給水を行う場合で、設計水圧０．２ＭＰaとする場合は、事前協

議不要とする。 
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         （一部内容省略） 

 

   ５．４．２ 開発負担金 

    中高層建築物又は受水槽式給水を行う場合は、工事申し込みの前に建築物開発

負担金ヒアリングを行う（本編「４．５．４（８）開発負担金ヒアリング」参照）。 

    （１）建築物開発負担金は、計画一日最大給水量が４ｍ3 以上となる場合に徴

収する。 

（２）テナントビル等で業態が未定の場合は、周辺環境等も考慮して「事務所」、

「店舗」、「飲食店」等の業態を適切に設定する。 

    （３）テナントビル入居者の業態により、建築物全体での計画一日最大給水量

が当初計画水量を超過する場合、開発負担金の追加徴収を行う。 

 

   ５．４．３ 受水槽式給水の手続き 

    受水槽式給水を行う場合は、本市条例に基づき給水装置工事申し込みを行うほ

か、専用水道又は簡易専用水道に該当する場合は、所管の保健所に別途届出を行

わなければならない。 

    また、受水槽の有効容量が５ｍ3を超え１０ｍ3以下のものについては簡易専用

小水道として保健所への届出が必要である。 

           （一部内容省略） 

 

   ５．４．４ 受水槽式給水から直結式給水への変更 

           （内容省略） 

   

   ５．４．５ しゅん工検査 

           （内容省略） 

 

５．４．６ 維持管理 

   １） 直結増圧設備の維持管理 

     直結増圧設備の維持管理は、給水条件承諾書の内容に基づき、所有者が適正
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に行わなければならない。 

    （１）直結増圧式の場合、停電・事故等により増圧設備が停止したときはや計

画的な断水及び緊急的な断水の際に水の使用ができなくなることを居住

者（使用者）に周知すること。 

（２）増圧設備の故障等による断水の場合は、増圧設備の製造業者等に連絡す

るよう管理人に周知すること。 

（３）増圧設備及び減圧式逆流防止器は、年１回以上の保守点検を行うことと

し、専門的な技術を持った維持管理業者と、保守点検契約することが望ま

しい。 

（４）下記の措置により、緊急時に迅速かつ的確な対応が図られること。 

① 増圧設備には警報装置を設置する。 

② 給水条件承諾書に記載した管理責任者等の連絡先を標示板に記入し、

ポンプ室及び管理人室に設置して周知を図ること。 

③ ポンプ室及び管理人室等に設備の竣工図を常備しておく。 

 

   ２） 貯水槽水道の管理 

     貯水槽水道は受水槽以下の給水設備の総称であり、水道法上の給水装置には

該当しないが、飲料水の安全を確保する極めて重要な設備であり、設置者の責

任において適切に管理を行わなければならない。 

     貯水槽水道は受水槽の容量により次のとおり分類され、受水槽の点検清掃や、

検査の受検が義務付けされている。 

 

          表５－３ 貯水槽水道の管理及び検査の受検義務 

分 類 受水槽有効容量 水道法 県条例※1 市条例※2 

簡易専用水道 10m3超 義務付け 義務付け 義務付け 

簡易専用小水道 5m3超～10m3以下 対象外 義務付け 努力義務 

5m3以下受水槽水道 5m3以下 対象外 努力義務 努力義務 

       ※１：「簡易給水施設の規制に関する条例」（宮城県条例） 

       ※２：「名取市水道給水条例」（名取市条例） 
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          表５－４ 貯水槽水道の管理及び検査 

項 目 内 容 

水槽の清掃 水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期的に行うこと。 

水槽の点検 水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを

防止するために必要な措置を講ずること。 

水質検査 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態によ

り供給する水に異常を認めたときは、水質基準の項目のう

ち必要なものについて検査を行うこと。 

給水停止及び関

係者への通知 

供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知った

ときは、直ちに給水を停止し、かつその水を使用すること

が危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

検査の受検 １年以内ごとに１回、定期に、厚生労働大臣の登録を受け

た検査機関又は宮城県知事の指定する検査機関による管理

に関する検査を受けなければならない。 

 

    


